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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１　本論文の意義
　平成26年、総務省は全国の地方自治体に対して公共施設等総合管理計画の策定を求めた。多くの自治体の
資産では、今後必要とされるインフラ資産やハコモノの大規模な更新と修繕が、財政状況を深刻な状況にま
で悪化させると予見されている。また、少子高齢化社会に直面した現状では、子育て支援策の充実に加えて、
高齢者の福祉や医療の問題、特にその財政負担をどのように解決するかが、日本全国の地方自治体にとって
非常に重要な問題となっている。その解決の鍵の一つは、自治体間で連携してハード・サービスやソフト・
サービスを提供することであり、効率性の観点で問題視される行政サービスの民営化や民間化をどう推し進
めるかである。加えて、ソーシャルインパクト・ボンドのように自治体と民間が連携して公共サービスを提
供しようとする新たな手法にも関係者の注目が集まっている。
　行正氏が提出した博士学位申請論文は、以上のような地方自治体を取り巻く状況において、地方自治体と
その他の主体との連携（官官連携と官民連携が含まれる）の実態を解明し、組織間連携における戦略的な予
算編成について、ファイナンシャル・コラボレーションという一つの分析視角で分析することの有用性を解
明しようとした、非常に価値のある学術論文として評価することが妥当である。
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　予算編成の戦略性は、ヒト・モノ・カネ・情報・時間といった有限の公共経営資源を効率性と有効性の観
点からいかに適切に配分し、成果を上げるかで評価することが可能になる。本論文はこうした公共経営資源
のうち、最も重視されるカネ（すなわち財源）の配分方法について、有益な成果の導出が期待されるフレー
ムワークを模索し、英国におけるファイナンシャル・コラボレーションという手法に着目している。そして、
同国におけるファイナンシャル・コラボレーションの先進事例を模索し、事例を詳細に分析することで、た
とえば、わが国が現在直面している「医療と福祉の融合」あるいは「地域包括ケアの充実」といった重要な
社会問題に関して、貴重な実務実践上の示唆を提示しており、学術的な価値に加えて、実務への相当の貢献
を果たしている。ここで、本論文の主要な学術研究上の意義等を整理すると、次の５点に集約することがで
きる。
　第１に、本論文では、わが国地方自治体における組織間連携のうち、自治体間連携は、すべて議会による
議決を必要とする公式な仕組みであること、また、地方自治体と自治体以外の主体の連携はいまだ、官の業
務の民間化・民営化にすぎないという重要な特徴を明らかにしたうえで、英国におけるファイナンシャル・
コラボレーションのフレームワークに着目し、予算とパートナーの財務的モチベーション（動機）と、エン
ゲージメントのレベル（行動）の関係に基づいて、地方自治体における組織間連携の諸問題を一つの概念フ
レームワークで考察することが可能であることを解明している。このフレームワークでは、官官連携だけで
はなく官民連携の仕組みが包括されている。これにより、公式な（法的な）二者による取り組みから、多者
が柔軟に連携する取り組みまで、わが国の今後の地方自治体における組織間連携を検討する際にも、とりわ
け有用な論理フレームワークが解明されたことになる（第３章）。
　第２に、英国におけるコラボレーションのための予算モデルである連携予算とプール予算は、自治体間連
携、地方自治体と自治体以外の主体の連携の双方に使用されうること、また、両者は優劣の関係にあるので
はなく、それぞれが出現する環境条件が異なっており、コラボレーションの段階や状態に合わせて取捨選択
することが可能であるという主張は、実務的に戦略的予算を編成する際の極めて貴重な示唆を提示している。
わが国地方自治体における組織間連携を踏まえた戦略的予算の編成は、これから具体的な実務展開の段階に
移行しつつあり、英国のプール予算の公式な仕組み、公式なプール予算と柔軟な連携予算を組み合わせた仕
組みを活用するなど、連携の段階や状態によって、組織間連携における戦略的予算編成のあり方を実践化す
る段階にある。本論文で明らかにされている「コラボレーションの段階や状態に合わせて取捨選択すること
が可能であるという主張」は、戦略的予算編成の実践において、手法選択の判断規準として機能すると評価
しうるものである（第４章・第５章）。
　第３に、英国においては、医療を提供するＮＨＳの改革とともに、地方自治体とＮＨＳが、医療と社会福
祉の統合を目的としてプール予算によって予算を一つにまとめ、医療と社会福祉のサービスを協働で調達
するジョイント・コミッショニングと、中央政府がさらなる統合を目的に創設したＢＣＦが実践されている。
医療と社会福祉は、同じ税を財源とした地方自治体とＮＨＳの取り組みではあるが、２つの組織では、さま
ざまなシステムや仕組みが異なっている。わが国においては現在、医療と介護が、制度の枠を越えて一体改
革され、両者が統合された地域包括ケアシステムの構築が課題となっている。英国の相違を克服する取り組
みは、わが国のこうした課題への解決の方向性を示すものとして評価することができる（第６章・第７章）。
　第４に、現在、わが国の多くの地方自治体では協働と参画の重要性が唱えられ、ＮＰＯ等の非営利組織は、
阪神淡路大震災後、自治体との連携を飛躍的に発展させているが、ほとんどのＮＰＯには、地方自治体など
の財源に依存して運営されているという現状がある。これに対して、英国では、公共サービスを提供しそ
の対価により運営を行っている事業型ＮＰＯ、社会的企業、チャリティなどが多く存在している。ＮＰＯや
チャリティなどは、中央政府の交付金の受け皿を地域に構築する類型のコラボレーションであるＬＳＰの構
成員であり、医療と社会福祉のサービスにおいては、すでに最も重要なサービス提供者の一つである。しか
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も、いずれの類型においても、ＮＰＯ等は重要な役割を果たしている。すでにわが国においても、さまざま
な連携のための仕組みと一体的に、ＮＰＯ等による豊かなサービス市場の醸成について検討すべき段階にあ
り、英国のサードセクターなどの多様なサービス提供主体との組織間連携を解明した本論文は、わが国公共
サービス提供市場のあるべき方向性を示唆する貴重な研究成果と言える（第８章）。
　第５に、本論文の執筆に際しては、英国の現地調査による成果を多数踏まえた考察が展開されている。ロ
ンドンのサットン特別区では、プール予算の導入が、地方自治体と警察のコラボレーションの成功要因であ
ることが確認されている。またサリー県では、コミッショニングにおける自治体の役割やサービス市場にお
けるボランタリーの重要性が確認されている。さらに、スウィンドン市とブライトン・ホーヴ市では、地方
自治体とＮＨＳが、医療と社会福祉を協働で調達するために、それぞれの制度やシステムの既存の枠をどの
ようにして越えて連携しようとしているのかが確認されている。そしてまた、ロンドン市のキングストン・
アポン・テムズ区における近隣レベルのコミュニティ予算の試行事業の一つであるワン・ノービトンでは、
パートナーの予算をコミュニティの優先順位に関連づけ、サービス利用者等の需要に適合した効果的なサー
ビスを提供しようとする仕組みが詳細に考察されている。本論文の特筆すべき研究手法としては、英国の地
方自治体の事務総長、局部長、担当者などからのヒアリングに加え、2015年４月から導入されているＢＣＦ
については、英国医療財務管理協会（ＨＦＭＡ）のガイダンス作成を支援したＣＩＰＦＡのアリソン・スコッ
ト部長、制度創設を担当したＬＧＡのアラン・フィンチ氏からヒアリングを行ない、医療と社会福祉の統合
をさらに進める際に、どのような取り組みが必要であるかが、具体的なエビデンスに基づいて解明されてい
る（第５章・第６章・第７章・第８章）。
２　本論文の課題と審査委員会の結論
　本論文はこのように、地方自治体における組織間連携とその戦略的予算編成のあり方に新たな学術的貢献
をもたらす非常に優れた研究成果である。しかし、いくつかの問題点や課題を示唆することもできる。これ
らの問題点や指摘はいずれも本論文の価値をいささかも減じるものではないが、学位論文申請者による今後
の研究の一層の発展に期待を寄せる意味で、次の４点を指摘しておきたい。
　第１に、英国に関する考察については、制度だけでなく地方自治体等の事例が具体的な実態に基づくもの
であるのに対し、そもそもの問題点であるわが国地方自治体については、制度のみの指摘であり、具体的な
実態をもって不足を指摘していない。日本の地方自治体の具体例を挙げる必要があったのではないか。
　第２に、英国地方自治体等の連携予算・プール予算の具体的な活用事例が提示されている部分の事例には、
いずれも「コラボレーションが生み出した財務的価値」が数値で記述されている。コラボレーションによる
財務的価値とはなにか。何と何を比較した結果の数値なのか。その計算方法は、開示されているのかなどの
点について、根拠の有無を含めて明らかにすべきであったのではないか。
　第３に、パートナーの財務的モチベーション（動機）とエンゲージメントのレベル（行動）の強弱を、概
念的にではなく実践的に識別する要素を解明すべきであったのではないか。本論文の記述内容は何れも論理
的・概念的には十分に説得的な内容ではあるが、それを実際の実務で展開する際の指針が明らかにされると、
本論文の社会的な価値はますます上昇するものと考えられる。
　第４に、戦略的な予算編成を短期の視点だけでなく、中長期の目線で考察した場合に、新たにどのような
研究テーマが浮かびあがってくるのかについても、結章で言及することが可能であったのではないか。もし
それができていれば、本論文は自治体予算編成全般に関する研究論文として、より有用なものとして評価さ
れたと考えられる。
　審査委員会は、このような問題点と課題が残るとはいえ、これらはいずれも今後の研究の発展の方向性や
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諸データと研究資料のアップデートの必要性等を示すものであり、本研究の本質的な意義と価値をまったく
揺るがすものではなく、研究の緻密さと研究手法としての独創性、さらには、膨大な文献渉猟・英国におけ
る現地調査から導出された結論の妥当性を歪めるものでもないと考える。むしろ指摘の多くは、本論文の精
緻な分析や考察を通じて、今後の研究課題がかえって明確化されたものと位置づけることが妥当なものであ
る。
　また、本学位申請論文の申請者である行正彰夫氏は、査読論文１本を含め合計４本の研究論文（単著３本・
共著１本＜第二著者＞）の他、研究ノート１本、講演の翻訳１本、分担執筆書１冊、さらには、合計２回の
学会全国大会報告、合計３回の英国における地方自治体等調査を行っている。
　しかも、文献の考察対象は先行研究を含め、博士学位論文にふさわしい十分な分量となっている。また、
英国自治体調査では、特にスウィンドン市とブライトン・ホーヴ市における現地調査で、地方自治体とＮＨ
Ｓの連携に関する戦略的予算編成の先進事例を発見するなど、地方自治体の戦略的な予算編成に関して極め
て斬新な研究領域を発掘し、今後の学術研究における発展にも大きく寄与貢献する知見を示唆できている。
　
　以上により、審査委員会は全員一致で、行正彰夫氏の学位申請論文が、博士（先端マネジメント）の学位
に相当する論文であると判断し、行正彰夫氏に学位を授与されるように推薦するものである。
